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い,海 面 を埋立てて,地 価 の高騰 と,産 業基盤本位の乱開発や環境破壊 を伴 っ
たので,社 会資 本論 の批判 的検討 と経済学的 な範疇 と して社会資本を把握 し直
そ うとす る試みが住民や福祉本位 の地域づ くり政策の策定 との関連を もって意
欲的 に取 り組 まれ ることとなった。 これ らの研究に共通の基盤を提供 したのは
K.マルクスの資本論や経済学批 判草稿 に含 まれ ていた,「個 別の資本 活動 の共
通 の基盤 となる社会的 な労働手段」例 えば,工 場用 地 としての土地や 交通手段
な どの労働手段や生産手段 と,都 市生活の共通の基盤で ある,住 宅,街 路,上
下水道な どの共 同的消費 手段であ って,資 本主義の発展 は個 別資.本の生産基盤
の整備 を優 先 して共同的消 費手段 を節約 し,そ れに よって住 民生活の貧困化を
もた らす,と い う認識で あ る、,宮本憲一 「社会資本論」は この方向における研
究 の最高 の到達点 を示す ものであ った(宮 本憲一 「社会資本論」有斐閣,1967
年初版)。私 自身 も社 会的労働 手段 概念 の確立や,社 会的間接資 本の土地へ の
固定性,経 営形態の多様性,金 融資本 の蓄積様式 との関係な どについては研究
を進 めてい たが(例 えば 「社 会的労 働手 段 と公共投 資」 「経 済論 叢』90-6,
ユ962年12月,「社会的 間接資本の財政論」林 ・島編 『財政学講座』4,右 斐閣,
1965年,「社会資本 と資本蓄積」 『経済論叢』109-4・5・6,1972年6月,これ
らは池上 『現代 資本主義財政論』有斐 閣,1974Tに収め られ ている),こ の う
ち土地への固定性 の問題 は,マ ルクスの1鉄 道,運 河,道 路,水 道のよ うな自
立的 な資 本形 態 と して土地 に合 体された資本」(K.Marx,GrundrissederKri-
tikderpolitischenOkonomie,Rohentwurf1857-1858,DietzVerla暫,1953,S.
578,高木.幸二郎訳,第3分 冊,638ページ)へ の注 目を呼起 こし(京 極高宜,
川上則道 「社 会資本 の理論」時潮社,1984年),さ.らに,「公 共投資 の対象 とな
る土地資本」 を社会資本 として把握 しようとす る視 点につ なが ってい った。つ
ま り,土 地へ の固定性の問題 は,現 代 の土地問題や開発利益 との関連 のなかで,
再び取上 げ られ るよ うにな り,土 地資 本論 と社 会資 本論 の統合 も試み られてい
る(山 田良治 「開発利益の経済学 土地資本論 と社 会資本論の統合一 」 日
本経済評論社,]992年〉。 これ らの諸研究 は 日本 の公 共投 資が もた らした現 実
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的課題 を解決す る うえで,大 きな役割 を果 し,今 後の イン.フラス トラクチ ャー
研 究の基礎 を形成 してきた と言 えるであ ろう。
他 方,社 会 的間接 費本論 の国際 的な研 究動向 は1970年にR.L.Freyが「イ
ンフラス トラ クチ ャー」(Frey,R.L.,lnfrastrukutur,GrundlagenderPlanung
OffentlicherInvestionen,1970>と題す る画期 的な著作 を公 表 し,玉 井龍象 が
この文献 を参考 にしつつ社 会資 本,公 共財,イ ンフラス トラクチ ャーの概念上
の区別を明確 にした(玉 井 龍象 「経済発展 とイ ンフラス トラクチ ャー」都留重
人監修 「新 しい政治経済学」岩波書 店,1970年参照)。玉井 によれ ば,イ ンフ
ラス トラクチ ャー概念 は私有であ るとか,国 有で ある とか,と い った所有関係
の規定 を行 な う以.前に社会の共通の利益 を 目的 として整備 され る もので,つ ぎ
の3つ の特徴 をもつ。
1)技 術 的特徴,設 備の不可分性,長 い耐 用期 間,イ ンフラス トラクチャー
問の相互依存 関係,投 入量 と利 用 との乖 離の可能性
2)経 済的特徴,投 資的性格 〔一種 の固定 資本形成),顕 著 な外部効果 と規
模の経済,固 定費お よび総 費用 の割 合の大 きいこ と,個 別の財 の選択 の場
合の ような消費者主催 の欠如,排 除原則 の活用の不可能性,投 資 の大規模
性 とリスクの大 きな こと
3)制 度的特徴,赤 字体 質の企業経営,市 場価格の欠如,集 権 的企業経営へ
の傾 斜
そ して,そ れ らの具体 的内容 は,Freyによれば,
① 交通,② エ ネルギー,水 など,③ 教 育,④ 研 究 ⑤健 康状態,⑥ 治水,
⑦文化,ス ポーツ,レ ク リエー シ ョン,⑧ 通常 の国家活動で ある。
これ らのイ ンフ ラス トラクチ ャー を彼 は狭義の インフラス トラクチ ャーと広
義 の インフラス トラクチ ャーに分 ける。狭 義 とい うのは,交 通 における道路,
港.線 路 な ど,ま た,エ ネルギー ・水 におけ る発電所,ダ ム,.水道,教 育 にお
ける校舎,研 究 における研 究施設,治 水 における運河,ダ ム,浄 水場,文 化な
どにおける公 園,ス ポーツセンター,コ ンサー トホール,国 家活動 にお ける庁
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舎,裁 判所 などで ある。
これに対 して広義 とい うのは,交 通における狭義 の インフラ(道 路 など)と
乗物,乗 務 員,交 通警察官,運 営維持費用,つ ま り,交 通 システムの運営 をに
なう人 間とそのための機器や運営 費用 を含んで いる。現代流 に言えば,広 義 の
イ ンフラは固定資本 としてのハー ド部分 とそれ らを管理 し運営す るソフ ト関連
の人的要素,機 器,維 持費用 な どの結合 された ものであ る。
そ して,彼 によれば,こ の結合物 は 「イ ンフラ生産物 」を企業 と家計 に供給
して,企 業 に対 しては 「イ ンフ ラ生 産投資」 を行 なって,私 企業 が用 いる中間
生産物 を提供 し,家 計 に対 しては 「インフラ消費投資」 を行 なって,家 計 に対
して.最終生産物 を供給す る。例 えば交通 イ ンフラは道路の管理 システムによ っ
て,企 業や家計 に対 して新 しい地域への移動 の可能性 に道 を拓 く,と い うサー
ビスのか たちで 「インフラ生産物」を供給 し,企 業へ の 「イ ンフラ生産投資」
を行 な うとと もに,家 計へ は新 しい道路で ドライブを楽 しむ,と い った 「イン
フラ消費投資 」を行 ない,家 計のための最終 生産物 を供給す るのであ る。
Freyは,重 商主 義 や ア ダ ム ・ス ミス,F.リ ス トらが イ ンフ ラス トラ ク
チ ャーをどの ように位置付 けたかを概観 しているが,イ ンフラの機能の認識 に
おいて,重 商主義 は.インフラの管理 によ る国庫へ の収 入の増加 を評価 し,ス ミ
スは資本主義の初期の段 階では インフラの公 的管理の必要 を認めつつ も,民 間
に資本が蓄積 されたな らば,私 的資 本に委ね るべ きこ とを主張 し,リ ス トは先
発国 との競争が続 く限 りは,イ ンフ ラの公的管理 による経 済発展 を展望 した。
この経過か ら明 らかな ことは,イ ンフラの整備 にあた っては,公,私 両部 門の
協力や分担や調整 が不可欠 なこ とで あって,イ ンフラス トラクチ ャー とい う概
念 は私的資本の活動 とは基本 的に区別 をされてい るとい うことで あ った。 しか
も,彼 の分類 したイ ンフラス トラクチ ャーの内容は,従 来 の国家論で言 えば,
「社会の共同業務」 と呼ぶ のに相応 しい ものてあ って,社 会 の共 同業務の うち
で も,私 的資本 に任せ うる ものや公益.企業な どの公共 的統制 ドにお ける もの も





とがわか る。従 って,こ の点 に注 目して行 けば,イ ンフラズ トラクチ ャーの研
究 は一方では,私 企業や 家計 の活動 に基盤 を提供 し,社 会が共通 に必要 とす る
業務の研 究であるが,他 方で は,社 会 の共同業務 の相 互の関係 を研究す る研究
領域で もある。
前者 を開発論的 なアプローチ,後 者を国家論的 なアプローチ と定義 した うえ
で,両 者の総合化 の うえで イ ンフ ラス トラクチ ャー論 を展開すれば,そ こには
何 が見 えて くるのか,を 考 えて見たい。
この ような問題 関心 は,従 来,筆 者が研究 して きた国家独占資本主義論にお
ける資本蓄積の進展 と官僚機構 の成 長 との法則的 な関連性の問題を インフラス
トラクチャー研 究を素材 として改 めて論証す るこ とと関連 してい る(池 上惇
「国家独 占資本主義論論争」青木書店,1977年,第三章,W,資 本蓄積 と官僚
機構 の相互 関連 説,参 照〉。 この研 究領域 は社会 の共 同業務が資本 の蓄 積 とと
もに,住 民や納税 者に とっての 「疎外体」 に転化 して行 く過程 に注 目して,国
家的独 占の システムが成長 して行 くことを論証 しよ うとする もので あるが,イ
ンフラス トラクチ ャー を社会の共同の業務 として位置付 けた とき,共 同業務 の
ある ものが私的資本の蓄積 とその活動のための需 要に応 じて,憲 法 的ルールを
空洞 化 しつつ私的資本の活動に組み込まれてゆ く過程 を考察す る。
この課題を達成す るには,イ ンフ ラス トラクチ ャーの概念の形成過程 を踏 ま
えつつ,社 会資本 な どの概念 との共通性 や差異 を解 明 して,「イ ンフラス トラ
クチ ャーの資本化」過程 を理論 的に検討す ることが必要 とな る。
また,イ ンフ ラス トラクチ ャーの概念 は,従 来,「公共投資 に よる固定資本
形成」 とい う形で把握 され ることが多か った。 これに対 して本稿で は,社 会 の
共同業務 の根本 に法や人権 ルー ルを位置付け るとい う国家 論の基本 に立返 って,
イ ンフラス トラクチャーを,法 や憲法 とい う入権や民主主義 と不可分 な概 念 と
して把握 し,交 通やエ ネルギーな どと法 の関係 に も注 目 しつつ,イ ンフラス ト
ラクチャー概念 を政治 と経 済の接点 にたつ キーワー ドとして位置付 けを試 みて
い る。
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このよ うな視 点か らの分析 や概 念の検討 は,政 治 と経済の相互関係 に関する
従来 の研究成果 を基礎 としてお り,同 時 に国家 と経済の関係 を論 じるにあた っ
て官僚機構 の問題 を度外視 し国家 を資本蓄積促進のための抽象的な主体に して
しま う従来の政 治経 済学 に対す る批判 を含 んでい る。 また,当 然の ことである
が,経 済の情報化や ソフ ト化の進展過程 によって土地や環境 の固有性 に関す る
認識が深 ま り,国 家の地域支配や地方 自治 との矛盾の拡 大な どの側面が.認.識さ
れ るに至 った ことをも含意 している。
そ して,現 代 経済学の動 向 としては,J.M,ブキ ャナ ンらが展 開 した政治経
済学 の新 しい方 向が,い わゆ る 「立憲主義の経 済学」を提起 して きたこと,さ
らには,A.セ ンらが 経済学 にお ける機 能主義 なア プロー チや潜在 能力 アプ
ローチを提起 して きて,イ ンフラス トラクチ ャーに対する住民 のニーズの もつ
意味が具体 的に把握 しうるようにな った こととも密接 に関連 している。
11社会的生産手段 と共同的消費手段の整備における公正と正義のルール
従来の社会資本研 究は,資 本活動 に取 っての共通 の社会的 な基盤の意味 を吟
味 し,私 的な資本活動に とっての社会 的な共通 の基盤 を,社 会的生産手段 や共
同的消費手段 の概 念によって,把 握 してきた。 同時 に,こ の ようなアプローチ
は,当 然の結果 として,こ れ らの諸 手段 の整備 は国家の,ど の ような機 能に基
づいて行 なわれるかを問題 にせ ざるを得 なか った。例 えば,社 会の共同業務 と
してエネルギーや交通手段 の整備 の必要があ るとすれば,諸 資本の共同の委員
会 としての国家が,私 的資本活動 に共通の,あ るいは特 別の便宜 を提供す る過
程 としてイ ンフラス トラクチ ャーの整備 を把握 す るのである。 同時 に,こ のよ
うな分析 は,国 家が資本家の委員会 としての側面を もつ として も,同 時 に民主
主義 的な法や憲法 による規制 を受 けざ るをえない とい う側面 を検討せ ざるを得
な くなる。 この側面 を検討 して行 くと,法 や憲法 と言 う人権 ルー ル自体 が,イ
ンフラス トラクチ ャーではないのか,と い う問題が 発生 して くる。
憲法 や法制度 その ものを社会 的間接資本 であ る と指 摘 したのは,1958年に
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「経済発展の戦略」を公表 したA.0.ハ ーシュマ ンであ った。
彼 は,直 接 的生産資 本 と社会 的間接資本の関連や相互作用 を重視 したので,
エネルギーや交通 な どのハー ドな社.会的 間接資本 とともに,法 制度,銀 行制度
などの ソフ トな社 会的間接 資本を も検 討 したので ある。(A、0、Hirshman,The
StrategyofEconomicDevelopment,1958.)また,1982年に,キ ングスポー ト
版 の経 済学百科 辞典 で,「イ ンフラ.ストラクチ ャー」 の項 目を執筆 したB.S.
Katzは,インフラス トラクチ ャーを社 会的 間接資 本 と同義語で ある と した上
で,こ の概念は,第2次 大戦後,北 大西洋条約機構 が設 立された とき,加 盟国
の戦略的 な調整された行動 のための各 国の共通の法制度,財 政,金 融制度,交
通 システム,エ ネルギー供給 システ ム,教 育制度,福 祉制度 などの総合的な調
整のために必要 とされた概念であ った ことが示唆 され てい る。
日本の研究者で は,社 会資本研 究の古 典である宮本憲一 「社会資本論」有斐
閤,1967年初版 をは じめ,多 くの研 究は,法 制度 な どを社会資本の経済学的 な
定義か ら除外 してい る。 これ らは,社.会資本研究 の対象 を厳密 に経済学的な範
疇,と くに生産手段や消費手段 な どの分析 に限定 した結果であ るか ら,社 会資
本の経済学的研究 と して は当然の結 論であろ う。例外 は,社 会的共通資本 と し
て.インフラス トラクチ ャー を把 握 した,宇 沢 弘文編 「社 会的共通資本の政治経
済学」(大学書 林,1991年.)が,法システムな どを 「制度資本」 として,位 置
付 けていることで ある。
この ような視 点 は,正 義 や 人権 の 内容 に まで立 人 って イ ンフ ラス トラク
チ ャーの概.念を見直す必要性 を提起す る。18世紀後半 以降,ア ダム ・ス ミスに
代表 され る公正 の内容 と予算の評価基準 は,自 然 的存在 としての個人の生命や
財 産の絶対'的な自立性 を基礎 としていた。そ こでは,公 正 とは個人 の安全 と清
潔を憲法 的なルールによって保障す ることであ り,こ の基礎 の上で,人 々は経
済上の白山競 争によって,労 働 し財 産を形成 し人間の 自立 を図る。.この場合,
財 政上の公正 は,個 々人の職業の選択や営業の 自由を妨害 しない課税,自 由 な
経済活動 を促進 して安全 と清潔 を保障 しうる予算 が 「安価 な政府」 として,支
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持 された。
だ が1920年 代 以来,生 存 権の確 立が憲 法的 な合意 となつで以来,憲 法的
ルールは,自 然権 を前提 しつつ,市 民が課税 や予算へ 同意す る場合 には,公 正
さとい う評価 基準 に 「文化的に して最低 限度 の生活水準の保障」 を追加 した。
現代の正義論(例 えばJ.ロ ール ズの それ)は,第1に 個 人の生命 活動や個性
の尊重 を挙 げ,第2に,社 会の最 も劣悪な経 済状 態にある ものへの優 先的 な所
得再分配 などの措置 を正義 に適 うもの と看做 している。
このよ うな正義の原則 にかな った社会 の共通 の利益 を表現す るイ ンフラス ト
ラクチャーは,資 本の共通の利 益を守る もので あるよ りは,社 会の構成者の共
通 の利益 を実現す るもの として定義 しうる。
そ して,そ の.ヒにた って,社 会の共通 の利益が資本や国家 によって,私 的な
ものに転化 され,官 僚 制や国家独 占資本主義が発展 して,人 権 ルー ルとの矛盾
が拡大す ると考え るのが妥 当で はないで あろ うか。
このよ うな視点か ら インフラス トラクチ ャー概 念を整理 してみ る と,次 の様
な順序 と分類 の方法が考え られ る。
D憲 法 イ ンフラス トラクチ ャー,契 約 を通 じて水平的正義 と垂直的正義を
実現 しうる成文 法,憲 法 に もとつ く法 システム。租税 システ ムは憲法 イン
フラの.一.部である。
2)情 報 イ ンフラス トラクチ ャー,科 学 と芸術文 化 を基礎 に コ ミュニケー
ションと意思決定のための知的資産をつ くりだす情 報ス トック開発 システ
ム0
3)貨 幣 ・金融 インフラス トラクチ ャー,と くに中央銀行制度,信 用制度。
4)経 済 インフラス トラクチ ャー,交 通 ・通信 ・エ ネルギー供給 を担 う経 済
開発 システム。
5)社 会 イ ンフラス トラクチャー,健 康,教 育,福 祉の発展 を担 う社会 開.発
システム。
6)土 地 ・環境.インフラス トラクチ ャー,入 間 と自然 の交流 を調整 して両者
??
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の共存 を保障す る地域開発 システ ム。
7)文 化 イ ンフラス トラクチ ャー」芸 術文化 の創 造 と享受 の機 会,レ ク リ
エー シ ョン,ス ポーツな どの文化開発 システム。
この分類 をフ ライのそれ と比較 してみ るとその特徴 は,憲 法 イ ンフラにすべ
ての イン フラの共通 の基礎 としての位 置を与 えてい るこ と,情 報 とコ ミュニ
ケー ション,貨 幣 ・金融 インフラに注 目 していることであ る。そ して,そ れぞ
れの イ ンフラを開発 システム として共通 の特徴 を与 え,開 発 システムとしての
一体性 を表現 しよ うとしてい ることで ある。フ ライ も指摘す るように,イ ンフ
ラの整備 は相互 に密接 に関連 し合い一種の相互依存 システムを形成 していて,
この特徴 は住民 のニーズや企業の需要 に応えて インフラを整備 しようとす ると
き,大 きな影響 を与 える。
























分化,個 別化,利 権化によって,各分野の均衡が破られ,ま た,各 分野にそれ






金融に関連 した資本が急成長 し,行政機構 も発展する。
このような資本蓄積と官僚機構の相互関係の理論を前提として,現実に特権
や独占の強化が進行するとすれば,こ の場合には 「インフラス トラクチャーの










ら学習 しうるには,「個人の個性や地域社 会の個性 であ る固有価値 を活 か した
設計 の ノーハ ウ」 を育て蓄積 し,継 承 しうる社 会制度の確立の方向 を考 えるこ
ともで きよ う。 ここで は,憲 法的 ルールは,自 然権,社 会権 とともに 「い きが
いを追求 し実現す る権利」や 「自己実現 を追求する権利」 を規定す る。 これ ら
は新社会権 と呼ぶ こともで きよ う。新社 会権 を実現 しうる予算過程 と予算案 は,
新社会権 を規定 した憲法的ルール(憲 法 インフラス トラクチ ャー)を 基礎 に,
憲法を生活のなかに生かす ための 「情報 ・金融 ・経済 ・社 会 ・環境 ・文化 イ ン
フラス トラクチ ャー」 と,こ れ らの公共サ ービスを支 える 「租税 インフラス ト
ラクチ ャー」 によって構成されるこ とになる。(「財政学」参照〉
IV社 会進化 と学習理論
このよ うに考えて見 ると,公 共的意思 決定 の過程 は,市 民や納税者が過去の
成功や失敗の経験 に学びつ つ,社 会 的最低限 の保障 と相互の学習の条件 を合意
によ ってつ くりあげる学習過程であ る。
当然の ことで あるが,税 を徴収 し公共サー ビスを供給す る議 会 ・政府 の関係
者 と,一 般 の納税者 との問に予算の費用 と便益 に関する情報 のギ ャップが大 き
い状 況の下で,納 税者が過去の予算の実行に よって明か となった成功や失敗の
事例か ら学習す るの に,時 間 と費用が必 要で ある。 この時 間と情報への アクセ
ス権 をどのように社会が保障す るかが問われ るで あろ う。つ ま り,ル ー ルが有
効 に機能す るには,情 報への アクセ ス権 の社 会的な保障 のための制度や情 報の
蓄積,蓄 積 された情報への アクセスのためのネ ッ トワークなどが必 要である。
これ らもまた,法 や憲法的ルール とともにイ ンフ ラス トラクチ ャーの ソフ トな
側 面を形成 し,し か も,法 な どと同様 にハー ドの あ りかた までを も規定す るよ
うな重要性 を持 つ ことになる。
学習過程 と意思 決定につ いて,経 済学 は公共的意思決定の前提 となる過去の
情報の蓄積や このよ うな情報 データベー スへの アクセ スの システムを構想 し,
このよ うな構 想の為の 「公共的意思決:定の科 学」 また は,「学 習理論」を確立
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しなければ ならない。残念なが ら,こ の領域で は,ル ールを設定 した うえでの
ゲームの理論の試みはあ るものの,過 去 の記憶や情報通信 シ.ステムまでを視野
にいれた学習理論は未確立である。今後,社 会進化論 のなか に学習理論を導入
したK.E.ボールデ ィングの業績 など,社 会進化の経済学を基礎 に総合的な検
討 を試みたい。
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